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市町村の業務継続計画（ＢＣＰ）策定・改善研修を開催します 

～計画の実効性の確保を目指します～ 
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１  研修の概要 

（１）研修日程等 

日 程 
・２０２４年６月２６日（水） 

・午前１０時から午後４時３０分頃まで 

主な内容  

・近年の災害動向と地方公共団体のＢＣＰ策定状況 

・実効性のあるＢＣＰへの改善や見直し等に必要 

となるポイント 

・訓練等企画ワークショップ（初）午後２時５０分から 

対象者 ・県内市町村職員  

  

（２）研修の特色 

   ＢＣＰの「特に重要な６要素 ※」の策定と内容の充実を図るため、

能登半島地震を始め大規模災害時の事例や課題等を共有し、グループ

ディスカッションを通じて他市町村の職員と情報交換を行い、自らの

自治体のＢＣＰの改善に活用します。 

また、計画の実効性を確保するため、本研修では初となる、ワーク

ショップを通じ、参加者がＢＣＰ訓練等を企画し、自らの自治体にお

ける企画立案に役立てます。  

２０２４年６月２４日（月） 

愛知県防災安全局防災部 

防災危機管理課 

危機管理・国民保護グループ 

担当 青山、加藤 

内線 2506、 5508 

ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 052-954-6143 

愛知県では、県内市町村の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定及び改善を

促進するため、三井住友海上火災保険株式会社（東京都）と締結してい

る「愛知県の防災取組に対する地域防災力向上の相互協力に関する協定」

に基づいて、同社の全面協力により、県内市町村職員を対象とした「業

務継続計画（ＢＣＰ）策定・改善研修」を開催します。 

 この研修により、能登半島地震を始め大規模災害時の事例や課題等を

共有し、計画の改善を促すとともに、ワークショップを通じて、訓練等

の企画を実践し、所属市町村における計画の実効性の確保を目指します。 
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※特に重要な６要素 

業務継続計画の中核となり、その策定に当たって必ず定めるべき特

に重要な要素 

①首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

②本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

③電気、水、食料等の確保 

④災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

⑤重要な行政データのバックアップ 

⑥非常時優先業務の整理  

 

（３）講師 

ＭＳ
エムエス

＆Ａ Ｄ
エーディー

インターリスク総研株式会社  鍵村 有子 氏 

     ＭＳ
エムエス

＆Ａ Ｄ
エーディー

ホールディングス（三井住友海上火災保険株式会社

などを有する持株会社）の関連事業会社。様々なリスクに関す

るコンサルティングや調査研究などを行っている。 

 

２  会場 

三井住友海上名古屋ビル２階 大会議室（名古屋市中区錦１－２－１） 

アクセス：地下鉄桜通線 国際センター駅【３番出口】（徒歩５分） 

地下鉄桜通線・鶴舞線 丸の内駅【３番出口】（徒歩５分） 

地下鉄鶴舞線・東山線 伏見駅【10 番出口】（徒歩９分） 

３ 主催 

  愛知県 

  三井住友海上火災保険株式会社 

 

４  参考 

「愛知県の防災取組に対する地域防災力向上の相互協力に関する協定」 

    大規模災害に備えた地域防災力の向上を推進し、県内の防災への取組

を 活 性化 する こ とを 目 的と して 、 防災 訓 練な どへ の 参画 、 防災 知識の   

普及、地域防災力向上のため情報提供などに関して、本県と三井住友海

上火災保険株式会社が相互の連携強化を図るため 2015 年９月に締結。 

     

取材に際してのお願い 

    取材される場合は、当日、三井住友海上名古屋ビル１階の受付で、

「ＢＣＰ策定・改善研修取材」の旨、お申し出ください。 

    また、講義中の受講者への取材は御遠慮ください。 

     


